
単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

【環境政策課】 

 

琵琶湖環境行政企画

調整費 

 

 

 

 

 

 

 

 

71,176 

（73,104） 

         

国    37,826 

         

○一    33,350 

 

 

 

琵琶湖環境行政の企画および総合調整を行う。 

                           

重１ 国立環境研究所連携推進事業                 66,360 

国立環境研究所琵琶湖分室と連携し、生態系の視点を取り込んだ新

たな水質管理手法の構築や、地域のステークホルダー等との協働によ

る環境改善や管理に向けた実証的な研究を行うとともに、本県の水環

境技術の開発支援およびブランド化等により、県内事業者等のビジネ

ス展開を推進する。 

 

 

 

環境政策推進費 

 

29,082 

（23,351） 

         

繰    13,700 

         

○一    15,382 

 

 

持続可能な社会づくり推進に向けた取組を実施する。 

  

１ 体系的な環境学習推進事業                    2,231 

幼児の自然体験型環境学習や小学校等におけるエコ・スクールの実

践の支援等を行い、「第四次滋賀県環境学習推進計画」の体系的・総

合的推進を図る。 

  

２ 「びわ湖の日」活動推進事業                 14,688 

令和３年度は７月１日を「びわ湖の日」と決定して 40 周年になる

ことを契機に、森・川・里・湖が織りなす多様な価値や「びわ活」を

発信しながら、これまでの取組を振り返り、今を見つめなおし、これ

からを考え、行動するきっかけづくりを進める。 

 

 

 

大気騒音等対策費 

 

15,291 

（10,953） 

         

使     1,260 

         

○一    14,031 

 

 

石綿の飛散防止対策を含めた大気汚染防止、フロン対策等の推進に向

けた取組を実施する。 

                             

１ 大気発生源監視事業費                        8,845 

大気汚染防止法に基づき、工場・事業場に設置されるばい煙発生施

設の排ガス規制や、石綿の飛散防止対策に係る取組を行い、大気汚染

の防止を推進する。 

 

 

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

試験研究費 

（琵琶湖環境科学研

究センター） 

    

77,931 

(129,206)  

 

国      620 

 

財         7 

 

繰      3,375 

 

諸     5,129 

 

㊀      68,800 

 

 

 

 

 

 

 琵琶湖環境科学研究センター第六期中期計画に基づき試験研究を推

進する。 

 

１ 試験研究の推進                   18,542 

  琵琶湖と滋賀県の環境にかかる３つの基本的課題である「琵琶湖を

とりまく環境の保全再生と自然の恵みの活用」「環境リスク低減によ

る安全・安心の確保」「気候変動に適応した豊かさを実感できる持続

可能な社会の構築」に対応する試験研究を推進する。 

 

 

 

 

管理運営費 

(琵琶湖博物館) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

550,322 

   （606,328） 

            

国   12,873 

     

使     108,640 

      

諸       3,919 

 

起   228,900 

            

○一     195,990 

 

 

 

 

 

 

 

琵琶湖博物館の管理運営を行うとともに、効果的な広報を行う。  

 

                                                         

重１ 琵琶湖博物館魅力創造発信事業                     24,130 

博物館のリニューアル効果を高めるため、情報を広く発信するとと

もに、シンポジウムや県民参加型交流会等の開催による誘客促進の取

組を行う。 

 

長２ 長寿命化等推進事業費                      240,471 

建物の老朽化に対する予防保全の観点から、琵琶湖博物館の長寿命

化に係る予防保全対象部位の修繕や改修工事を実施する。 

 

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

調査・資料収集事業費 

(琵琶湖博物館) 

 

 

147,945 

      (121,485) 

 

国   15,480 

 

使   34,559 

 

寄    1,000 

 

繰       5,582 

 

諸      23,150 

         

○一      68,174      

 

 

「湖と人間」について、幅広いテーマで研究・調査に取り組むととも

に、成果の発信、博物館資料としての活用、水族資料の管理等を行う。 

                                                     

１ 研究調査の実施                                  25,138 

琵琶湖の生成や、琵琶湖と人々の関わりに関する研究に取り組むと

ともに、琵琶湖地域の自然、歴史および暮らしの研究・調査を総合的

に推進する。 

 

 

展示事業費 

(琵琶湖博物館) 

 

 

     

111,248 

(571,283) 

 

国   23,062 

 

使      84,926 

 

財         760 

 

繰    2,500 

 

 

研究・調査の成果や地域に根ざした身近な話題を材料として、人と自

然の関わり等について展示を行う。 

                            

１ 企画展示の開催                                 10,643 

企画展示「（仮称）ふるさとの台所－食の知恵を未来へ－」を開催

する。 

 

 

 

環境学習推進費 

(琵琶湖博物館) 

 

 

 

13,300 

(1,260) 

 

繰   12,913 

 

○一         387 

 

 

環境学習の拠点である琵琶湖博物館環境学習センターを運営する。 

 

１ 環境学習センター事業費                   13,300 

滋賀県環境学習の推進に関する条例および「第四次滋賀県環境学習

推進計画」に基づき、体系的・総合的な環境学習を推進する。 

 

 

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

【琵琶湖保全再生課】 

 

琵琶湖総合保全対策

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50,634 

      (134,522) 

 

国     11,745 

 

寄         900 

 

繰      13,570 

 

○一      24,419 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

琵琶湖の保全再生の推進に必要な調査・事業を実施する。 

 

１  早崎内湖再生事業                                 14,240 

   早崎内湖再生事業の推進に必要となる内湖環境調査等を実施する。 

 

○新 重２ マザーレイクゴールズ推進事業           6,818 

  地域における多様な活動が自発的に創出され、ひいては琵琶湖流域

の自然環境やそれをとりまく暮らしの改善、持続可能な社会につなが

るよう、琵琶湖版SDGsであるマザーレイクゴールズ（MLGs）の推進に

向けた取組を行う。 

 

重３ 新たな水質評価手法の検討と湖沼計画への反映に向けた調査

研究                        12,822 

懇話会での議論やこれまでの調査研究結果等を踏まえ、円滑な物質

循環および水質生態系評価手法の構築に関する調査研究を行うとと

もに、生態系保全に向けた新たな水質管理のあり方を検討する。 

 

重４ 湖沼問題の解決に向けた国際協力と情報発信       8,416 

国内外の湖沼を有する地域等との連携を推進するとともに、第 18

回世界湖沼会議や第 9 回世界水フォーラムにおける湖沼の重要性や

琵琶湖での取組の発信等を通じて、湖沼を世界の水を巡る議論の主要

課題とし、世界の湖沼・水環境保全を推進する。 

 

５ 琵琶湖保全再生計画推進事業                  1,546 

  今年度改定予定の琵琶湖保全再生計画に基づく施策の更なる推進

に向け、国や関係地方公共団体との連携を強化するため、琵琶湖保全

再生推進協議会等を開催する。 

 

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

水質保全対策費 

 

 
32,857 

      (23,438) 

 

○一      32,857 

 

 

 
重１ 西の湖水質改善対策検討事業              8,459 

  西の湖等の水質や底質の状況を踏まえ、地元の関係者を含めた各関

係機関で情報交換を行い、西の湖の水質や長命寺川の水質改善に向け

た対策を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ヨシ群落保全事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 15,576 

   (16,276) 

 

国       3,150 

 

寄       6,100 

 

起    3,800 

 

○一      2,526 

 

 

 
琵琶湖のヨシ群落が持つ多様な機能が健全な形で発揮されるよう、ヨ

シ群落保全条例および「ヨシ群落保全基本計画」に基づき、適切な保全

策を講じる。 

 

１ ヨシ群落保全管理事業                            13,100 

湖国らしい郷土の原風景であり、人々に安らぎを与え、生物の成育

や生息の場となるなど様々な機能を有するヨシ群落を保全するとと

もに、失われたヨシ帯の再生を図る。 

 

２ ヨシ群落維持再生事業                            1,750 

ヨシの成長を阻害し、ヨシ群落を衰退させる原因となるヤナギの伐

採等の維持管理を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

水草刈取事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

240,733 

      (237,124) 

 

国       5,807 

 

財         372 

 

繰     156,628 

 

○一      77,926 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水草の大量繁茂が生活環境や生態系などに深刻な影響を与えるため、

水草の表層刈取りや根こそぎ除去を実施する。また、刈り取った水草は

農地で有効利用し、資源循環を図る。 

   

１ 水草刈取事業                                    109,252 

夏季の水草大量繁茂による航行障害や悪臭などの生活環境への悪

影響を軽減するため、緊急性や公共性の高いところから計画的に表層

刈取りを実施する。 

 

２ 水草除去事業                                    114,599 

水草大量繁茂による湖流の停滞、湖底の泥化など自然環境や生態系

への悪影響を改善するため、南湖で水草の根こそぎ除去を実施する。 

 

３ 水草資源循環促進事業                  1,100 

かつてのように琵琶湖の水草を農地で有効利用するため、県民を対

象とした水草堆肥の無料配布による普及啓発事業を実施する。 

 

重４ 水草等対策技術開発支援事業             10,300 

企業や大学等から水草等の除去や有効利用について新たな技術等

の提案を募集し、開発や研究等の支援を行うことで、水草等対策の高

度化を図る。 

 

重５ 南湖生態系に影響を及ぼす湖底環境等に関する研究   1,327 

水草繁茂と南湖の水流れ・溶存酸素量の水平分布を把握し、水草 

の増減が生物・生態系へ与える影響を評価する。 

 

６ 体験施設等の水草除去支援事業             3,000 

琵琶湖のブランド力向上を図るとともに多様な主体による水草の

除去を推進するため、多数の集客が見込まれる体験施設等が実施する

湖中の水草除去に対して助成を行う。 

 

 

 

 

 

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

琵琶湖レジャー対策

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18,243 

      (18,901) 

 

使       1,300 

 

寄         300 

 

諸       1,120 

 

○一    15,523 

 

 

 

 

 

琵琶湖のレジャー利用の適正化に関する条例に基づき、琵琶湖での適

正なレジャー利用を推進し、環境負荷の低減を図る。 

 

１ プレジャーボートの航行規制                        8,715 

航行規制水域の指導監視と取締りを湖岸、湖上から行う。 

 

２ 適合原動機搭載艇表示制度の徹底                      300 

 適合原動機の使用と適合証表示制度の徹底を図る。 

 

３ 外来魚のリリース禁止                             8,089 

ボックス、いけすでの回収を行うとともに、県内や下流府県の小 

中学生を対象としたびわこルールキッズ事業等を実施し、外来魚のリ

リース禁止の普及啓発を行う。 

 

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

【温暖化対策課】 

地球温暖化対策推進

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46,956 

（40,906） 

 

 

財       55 

 

繰    18,614 

 

諸         420 

 

○一    27,867 

 

 

 2050 年までに二酸化炭素の排出量を実質ゼロにすることを目指し、

多様な主体と連携し、総合的な取組を実施する。 

 

 

１ 地球温暖化対策推進事業                  16,607 

  地球温暖化に関する主に家庭向けの普及啓発事業を実施するとと

もに、企業と連携して脱炭素まちづくりを推進し、認知から行動への

変革を促す気候変動対策を推進する。 

 

 

○新 重２ CO₂ネットゼロ貢献活動等表彰事業          780 

  CO₂ネットゼロ社会づくりに貢献する、企業の製品開発、地域や学

生の取組を表彰し、活動の水平展開を支援する。  

 

 

重３ しが CO₂ネットゼロ推進事業                 9,910 

  “しが CO₂ネットゼロ”の実現に向け、産業、運輸、家庭部門での

温室効果ガス削減に向けた取組を推進するとともにシンポジウムや

ワークショップを開催し気候変動への当事者意識の醸成を図る。 

 

 

○新 ４ 県庁の CO₂ネットゼロ推進事業              2,591 

  県庁の CO₂ネットゼロを推進するため、段階的に県有施設において

再生可能エネルギー由来の電力を導入する。 

 

 

○新 ５ びわ湖・カーボンクレジット普及促進事業        1,289 

  琵琶湖の保全やしが CO₂ネットゼロの推進のため、CO₂削減・吸収

量を「びわ湖・カーボンクレジット」として、県が積極的に活用する

とともに、県民や事業者に対し普及促進を図る。 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

【循環社会推進課】 

 

循環型社会形成推進

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

47,983 

      (47,926) 

 

財         32 

     

繰      18,490 

 

○一      29,461 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄物の発生を抑制するとともに、発生した廃棄物については再生利

用するなど、資源として活用するための施策を推進する。 

                                                        

１ 産業廃棄物発生抑制等推進事業                  37,593 

 (1) リサイクル製品認定事業                           892 

      リサイクル製品認定制度や認定された製品の普及促進を図る。 

  (2) 産業廃棄物減量化支援事業                      11,352 

      産業廃棄物の減量化および資源化を促進するため、施設整備や研

究開発等に対して支援を行う。 

 

２ ごみゼロしが推進事業                             6,429 

事業者、団体および市町等と連携を図りながら、プラスチックごみ

や食品ロスの削減を県民運動として推進するため、キャンペーン等の

普及啓発を行うとともに、県民や事業者によるごみ削減に向けた実践

取組の促進を図る。 

 

３ 災害廃棄物処理体制強化事業                          3,779 

大規模災害に伴う災害廃棄物の発生に備えて、平成 29 年度策定の

「滋賀県災害廃棄物処理計画」を適正に運用するため、訓練・研修等

を行い、本県における災害廃棄物処理体制の強化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

産業廃棄物対策事業

費 

 

 

258,051 

      (540,657) 

     

使      28,248 

     

繰      27,048 

    

諸      10,817 

 

起   107,100 

     

○一      84,838 

 

 

 

 

 

 

産業廃棄物の適正処理を推進するため、処理業者や排出事業者に対す

る監視、指導等を行うとともに、産業廃棄物の不適正事案に対して、迅

速かつ厳正な対応を行い、県民の安全で快適な生活環境を保全する。ま

た、旧アール・ディエンジニアリング産業廃棄物最終処分場問題の解決

のための取組を実施する。 

                            

１ 産業廃棄物適正処理対策事業                 28,012 

   産業廃棄物処理業者やＰＣＢ廃棄物保管事業者等に対して、適正処

理に関する指導、啓発等を行う。 

 

２ 最終処分場特別対策事業                  190,111 

    旧アール・ディエンジニアリング産業廃棄物最終処分場からの生活

環境保全上の支障やそのおそれを除去するための対策を実施する。 

   また、跡地利用の検討やアーカイブ等の作成に着手する。 

(1) 最終処分場支障除去対策工               153,695 

   対策工の効果を確認するため、地下水等の周辺環境のモニタリン

グ等を実施するとともに、水処理施設等の管理を行う。 

 

３ 産業廃棄物不法投棄防止対策事業                 16,592 

  (1) 監視通報体制事業                               13,119 

      休日や夜間時間帯の業者委託によるパトロールに加え、地域住民

など多様な主体との協働を活かした監視を行う。 

 

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

環境事業公社等事業

促進費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       125,978 

      (176,805) 

 

○一     125,978 

 

 

 

公益財団法人滋賀県環境事業公社が設置する公共関与による産業廃

棄物管理型最終処分場（クリーンセンター滋賀）の円滑な運営を図る。 

 

(1) 出えん金                  119,589 

 

 

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 
【下水道課】 

 
汚水処理施設整備促

進事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

    74,373 

    (74,373) 

 

○一   74,373 

 

 

１ 下水道終末処理場高度処理施設維持管理費補助金    12,000 

公共下水道の下水道終末処理場において、琵琶湖の富栄養化を防止

するために、窒素・リンの除去を行う高度処理施設の維持管理事業に

対して補助金を交付する。 

 
   ４市５処理場（大津市、近江八幡市、甲賀市、高島市） 

 
２ 汚水処理施設整備接続等交付金            62,373 

公共用水域の水質保全を図るため、汚水等の汚濁負荷削減を目的と

した４つの事業を実施する市町に対して支援を行う。 

 
(1) 公共下水道接続事業（５市１町）           29,243 

    （長浜市、守山市、高島市、東近江市、米原市、竜王町） 

 
(2) 浄化槽設置整備事業（10 市４町）          20,788 

    （大津市、彦根市、長浜市、近江八幡市、守山市、甲賀市、 

野洲市、高島市、東近江市、米原市、日野町、竜王町、 

愛荘町、多賀町） 

 
(3) 公共下水道整備事業（６市１町）          10,604 

    （彦根市、長浜市、近江八幡市、甲賀市、高島市、東近江市、 

日野町） 

 
(4) 公共下水道高度化事業（６市）            1,738 

    （大津市、彦根市、長浜市、近江八幡市、草津市、東近江市） 

 

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

【森林政策課 ・ 

  森林保全課】 

 

琵琶湖森林づくり事

業費 

 

 

 

 

1,472,187 

(1,417,148) 

 

国     174,600 

 

財          48 

  

寄       300 

       

繰     597,939 

 

○一     699,300 

 

 

 

 

 

 

 

「琵琶湖森林づくり基本計画」に基づき、森林づくり県民税を充当し、

環境を重視した森林づくりと県民協働による森林づくりを実施する。 

 

１  陽光差し込む健康な森林づくり事業            409,460 

森林の公益的機能を高めるため、環境林の整備や除間伐を行うとと

もに、水源林保全巡視員の配置などを行う。 

(1) 環境林整備事業                    66,773 

(2) 農地漁場水源確保森林整備事業               308,400                                                      

(3) 森林環境の調査研究                               14,636 

(4) 水源林保全対策事業                        19,651 

 

２ 次世代の森創生事業                           2,200 

民有林において、森林の循環利用を進めるため、獣害対策の必要な

再造林に対し支援する。 

 

３ 森林を育む間伐材利用促進事業                   41,707 

間伐材の搬出・利用による森林資源の循環利用拡大を推進するた

め、間伐材の仕分け、搬出路の開設や高性能林業機械の利用に対して

支援する。 

 

４  災害に強い森林づくり事業                       34,500 

風倒木等被害対策としての予防伐採の実施や、里山の持つ防災機能

と獣害防止機能の強化により、災害に強い森林づくりを目指す市町の

取組を支援する。 

  

５ 協働の森づくりの啓発事業                        16,781 

木材をはじめとする森林資源や生態系、森林空間などの自然資本の

価値を発信すること等により、森林づくりへの理解や参加を促進する

とともに、NPO や企業等の多様な主体による森林づくりの取組を支援

する。 

 

 

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

６ みんなの森づくり活動支援事業                   10,300 

市町、森林所有者および里山保全グループが協働で行う里山づくり

や森林山村資源を活かした取組を支援する。 

 

７  未来へつなぐ木の良さ体感事業                 138,765 

県産材（びわ湖材）に対する県民、事業者、建築士等の理解促進と

利用拡大を図るため、住宅等、建築物の木造化・木質化をはじめ、新

たな製品開発、産地証明等の取組に対して支援するとともに、木育の

普及啓発を実施する。 

 

８ 森林環境学習事業                      118,826 

小学校４年生を対象とした森林環境学習「やまのこ」や森林など自

然を活かした保育・幼児教育を推進する。 

 

 

森林経営管理市町等

支援事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

133,168 

(98,928) 

        

財           8 

 

繰    80,078 

  

諸         170 

 

○一      52,912 

 

 

森林整備に取り組む市町に対する支援等を実施する。 

 

１ 森林整備支援等基金積立金                        52,920 

   森林整備を実施する市町の支援等に必要な経費に充てるため、資

金を積み立てる。 

 

２ 森林・林業人材育成事業                39,500 

木材生産の労働生産性の向上と新規就業者確保、新たな森林管

理に向けての市町職員の知識、技術の修得のため、「滋賀もりづく

りアカデミー」を運営する。 

 

３  森林境界明確化支援事業                 40,748 

市町が主体となって進める境界明確化を促進するため、滋賀県

森林整備協議会に、市町に提案等を行うアドバイザーの配置や基

礎データの提供を行う。 

 

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

林産物生産流通振興 

対策費 

 

21,882 

(26,760) 

 

使       63 

       

繰       3,600 

 

○一      18,219 

 

１ しがの林業･木材産業強化対策事業            17,750 

森林組合の経営基盤の強化を図る。また、木材流通センターを核と

した県産材流通の効率化を図り、製材・合板用材の流通を促進させる。 

 

２ 県産材製品流通促進事業                  3,000 

  住宅および非住宅建築物等の県産材製品の需要を把握し、製材事業

体の加工等の連携を強化し、ＪＡＳ製品を始めとした県産材製品の供

給体制の構築を促進する。 

 

 

 

湖国のみどりづくり

推進事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

224,226 

(252,812) 

        

繰    25,289 

 

○一     198,937 

 

 

１ 全国植樹祭開催準備事業                        222,539  

令和４年度に開催する全国植樹祭の準備のため、実行委員会の運営

や実施計画の策定、会場整備等を行うとともに、県民総ぐるみで全国

植樹祭に向けた機運を醸成していくための取組や広報啓発等を行う。    

 

２ 全国林業後継者大会開催準備事業             730 

  全国植樹祭の関連行事として開催する全国林業後継者大会に向け、

豊かで健全な森林を次世代に継承していくための意識向上の活動を

実施する。 

 

 

 

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

「やまの健康」推進事

業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

35,958 

(38,005) 

 

国    5,654 

 

○一      30,304 

 

 

 

重１「やまの健康」推進事業費                          14,650 

中山間地域における過疎化や高齢化による農林業や地域の担い手

の減少、放置林や耕作放棄地の顕在化等が見られる中、モデルとなっ

た地域の住民自らが地域資源を活用して農山村の魅力を高め、地域の

維持・活性化を図る取組を支援する。 

   

重２「やまの健康」実践事業費                      10,000 

「やまの健康」を都市に住む県民および企業を含めた県民運動とし

て広めるとともに、特にコロナ禍以後における都市の課題をニーズと

して捉え、“やま”で解決する視点から、森林空間をはじめとした資

源を活用した取り組みを進め、「やまの健康」の深化を図る。 

 

重３ 「山を活かす、山を守る、山に暮らす」都市交流モデル事業 

                                          11,308 

新たな雇用と定住を促進するため、長浜市北部をモデル地域とし

て、森林山村地域に埋もれる資源の再発掘・活用により、森林山村地

域に訪れる人や関わる人を増やし、山村地域の活性化を図る。 

 

 

 

 

 

 

造林公社運営費 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,937,063 

(2,931,826) 

 

諸      28,000 

 

○一   2,909,063 

 

 

一般社団法人滋賀県造林公社に対し、管理運営および森林整備に要す

る経費について出資金を支出するとともに、株式会社日本政策金融公庫

に対し、免責的債務引受に基づく償還金を支出する。 

 

１ 出資金                                          205,963 

２  償還金                                         2,730,736 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

林野関係公共事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,610,765 

(2,733,761) 

 

国   1,285,980 

 

分     3,260 

 

起   1,254,600 

 

○一     66,925 

 

 

 

森林・林業関連の公共事業を実施する。 

 

１ 補助公共事業 

事  業  名 箇所数等 予算額 

補 助 造 林 事 業 1,300ha    830,610 

補 助 林 道 事 業 21 路線   145,065 

補 助 治 山 事 業 42 箇所 1,550,000 

 

２ 単独公共事業 

事  業  名 箇所数等 予算額 

単 独 林 道 事 業 ８路線     7,090 

単 独 治 山 事 業 19 箇所    78,000 

 

 

 

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

【自然環境保全課】 

 

自然公園等管理費 

 

 

 

 

 

 

 

 

113,099 

       (59,803)  

 

国      12,210 

 

使         591 

 

起      49,800 

 

○一      50,498 

 

 

 

 

 

 

 自然公園施設等の維持管理や整備等を行う。 

 

感１ 自然公園等管理事業                           12,210 

緊急雇用対策として、自然公園区域の縦覧図面を電子化し、ホーム

ページでの縦覧を行う。 

 

 

自然環境保全推進費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

319,480 

      (236,481) 

 

国      90,609 

      

繰       9,300 

    

○一     219,571 

 

ふるさと滋賀の野生動植物との共生に関する条例に基づき、希少種の

保護を図るとともに、外来種の防除対策を推進し、生物多様性の保全に

向けた総合的な対策を推進する。 

 

１ 野生生物保全対策事業                            4,366 

「滋賀県で大切にすべき野生生物（滋賀県版レッドデータブック 

2025 年版）」の作成に必要な調査等を行う。 

                                                         

２ 生物多様性しが戦略の展開事業                863 

「生物多様性しが戦略」に基づき、生物多様性の保全や生態系サー

ビスの持続可能な利用の取組を認証し支援するとともに、生物多様性

に対する理解と行動を促す普及啓発等の取組を進める。 

 

３ 侵略的外来水生植物戦略的防除推進事業        215,952 

琵琶湖の生態系への悪影響などが懸念されている「オオバナミズキ

ンバイ」「ナガエツルノゲイトウ」等の侵略的外来水生植物について、

琵琶湖外来水生植物対策協議会による戦略的な防除を支援するとと

もに、生物多様性保全上重要な琵琶湖周辺水域における防除を行う。 

 

 

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

感４ 外来生物防除対策事業                 56,997 

 緊急雇用創出事業として、生態系に影響を及ぼす外来生物の生息・

生育状況調査および防除を実施する。また、外来生物についての普及

啓発を行い、多様な主体による外来種の監視と駆除活動を支援し、外

来種の駆除を促進するとともに、新たな侵入種の早期防除を図る。 

 

５ ラムサールびわっこ大使事業                     2,062 

県内小学生から「ラムサールびわっこ大使」を募集し、環境に関す

る学習や交流の場等での発表の機会を経験することにより、環境保全

活動の核となる次世代のリーダーを育成する。 

 

重６ 山を活かす巨樹・巨木の森保全事業            16,600 

水源の森に残されてきた巨樹・巨木林の保全活動、周辺整備等に対

して支援を行うとともに、恒久的な面的保全に向けた調査および持続

可能な利用のためのエコツアーのモデルづくりを行う。 

 

感７ 生物多様性情報デジタル化事業                19,712 

鳥獣保護区、生育生息地保護区等、生物多様性に関する情報を一元

的に GIS データ化し、ホームページで縦覧することにより、県民サー

ビスの向上を図る。 

 

 

鳥獣対策費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      15,381 

       (13,059) 

     

○一      15,381 

 

「鳥獣保護管理事業計画」に基づき、野生鳥獣の保護および管理なら

びに狩猟の適正化に関する業務を総合的に実施し、適切な鳥獣の保護管

理を推進する。 

                                                       

１ ツキノワグマ第一種特定鳥獣保護計画推進事業        6,477 

「ツキノワグマ第一種特定鳥獣保護計画」に基づき、適切な保護管

理を実施するため、県内全域での生息状況調査で蓄積したデータを分

析し、分布状況を推定する。また、人身被害を回避するため、出没予

測調査を実施する。 

                                                       

２ 獣害対策担い手育成事業                           3,364 

 捕獲技術者の確保および育成のため、射撃技能向上に資する講習を

行う。 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

森林動物対策事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      285,667 

      (290,531) 

    

国   133,851 

 

繰     131,940 

        

○一      19,876 

 

ニホンジカ、ニホンザル、カワウ、イノシシの「第二種特定鳥獣管理

計画」に基づき、捕獲を中心に有害鳥獣対策を実施し、農林水産業被害

や生態系被害等の軽減を図る。 

 

１ ニホンジカ対策事業                139,090 

  市町等が実施するニホンジカの捕獲への助成および捕獲条件が厳

しい奥山等でニホンジカの調査や捕獲を行う。 

 

２ ニホンザル対策事業                            14,400 

  市町等が実施するニホンザルの調査や捕獲への助成を行う。 

 

３ カワウ対策事業                    14,079 

  市町等が実施するカワウの捕獲等への助成および竹生島等の大規

模営巣地でカワウの捕獲を行う。 

 

４ 第二種特定鳥獣対策推進事業             118,098 

市町等が実施するニホンジカ、イノシシ、ニホンザルの捕獲への助

成およびＣＳＦ対策としてイノシシの捕獲を行う。また、ニホンジカ、

イノシシ、ニホンザルの行動圏や生息数等のモニタリング調査を行

い、ニホンジカ、イノシシの令和４年度からの「第二種特定鳥獣管理

計画」を策定する。                                                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【下水道課】

単位：千円（税込）　

 １　重点的取組事項

 ２　業務の予定量

13市６町

155,393,573㎥

425,736㎥/日

 ３　収益的収支額

事業収益 A 21,725,900       20,696,300       

営業収益 8,758,047        8,714,514        

うち維持管理負担金 8,551,639        8,490,585        
　　他会計補助金 95,272           89,695           
    受託事業収益 110,695          133,850          
　　その他営業収益 441              384              

営業外収益 12,958,774       11,981,786       

うち受取利息及び配当金 10               10               
　　受託工事収益 － 5,500            
　　他会計補助金 2,100,488        2,316,287        
　　長期前受金戻入 10,813,580       9,614,926        
　　雑収益 44,696           45,063           

特別利益 9,079            －               

事業費用 B 21,575,900       20,657,800       

営業費用 20,708,604       19,876,621       

うち管渠費・ポンプ場費・処理場費 7,183,118        7,663,505        
  　受託事業費 110,695          133,850          
　　総係費 383,962          284,783          
　　減価償却費 12,397,709       11,769,448       
　　資産減耗費 633,120          25,035           

営業外費用 859,821          781,179          

うち支払利息及び企業債取扱諸費 745,116          664,205          
    受託工事費 － 5,500            
　　消費税及び地方消費税 114,705          111,474          

特別損失 7,475            －               

差引収支 A-B 150,000          38,500           

2,367,249        2,218,057        資金収支

琵琶湖流域下水道事業会計

当初予算額および説明【収益的収支】

　　各市町から流入する汚水を処理すること等により、琵琶湖をはじめとする公共用水域の水質を保全し、県民の
　快適な住環境等を実現する。
　　　(１)下水道施設（管渠、ポンプ場、処理場等）の維持管理　　　　　　　　　　　　　　　 7,797,355千円
　　　　湖南中部処理区：施設の維持管理に係る委託、調達業務、修繕業務を行う。
　　　　湖西処理区　　：施設の維持管理に係る委託、調達業務、修繕業務の他、市と下水汚泥の共同処理を行う。
　　　　東北部処理区　：施設の維持管理に係る委託、調達業務、修繕業務を行う。
　　　　高島処理区　　：施設の維持管理に係る委託、調達業務、修繕業務の他、市と下水汚泥等の共同処理を行う。

　　　(２) 汚水処理分野における技術協力プロジェクト　  　　 　　　　                       　2,422千円
　　　　　滋賀県の汚水処理技術の継承・発展および県内企業の海外展開の足掛かりとすべく、ベトナム国クアン
　　　　ニン省において「環境・経済分野の協力に関する覚書」に基づく技術協力を継続するとともに、海外の閉
　　　　鎖性水域の水質汚濁問題を抱える地域における、新規プロジェクトの立ち上げを目指して現地調査と協議
        を行う。

流域関連公共下水道の処理区域の存する市町

年間総処理水量

一日平均処理水量

前年度予算額 当年度予算額



単位：千円（税込）　

 １　主な建設改良事業

　生活環境の改善と公共用水域の水質保全ならびに都市の健全な発達を図るため、流域下水道建設事業を推進する。

　  　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9,149,860千円

 　湖南中部処理区：水処理設備改築更新工事、管渠築造工事（守山栗東雨水幹線）、橋本ポンプ場改築更新工事

　 湖西処理区　　：水処理設備改築更新工事、衣川ポンプ場改築更新工事

　 東北部処理区　：水処理設備築造工事、管渠築造工事（愛東東幹線）、近江ポンプ場改築更新工事

　 高島処理区　　：汚泥処理施設建設事業、管渠築造工事（高島北幹線）、高島ポンプ場改築更新工事

 　全処理区共通　：下水道不明水発生源対策支援事業                                           10,000千円

 　                下水道バイオマス利活用検討事業                                           10,000千円

 ２　資本的収支額

資本的収入 A 10,329,200       10,773,500       

企業債 3,013,100        3,058,100        

県出資金 532,966          781,296          

国補助金 5,065,902        5,069,804        

建設負担金 1,683,856        1,849,186        

他会計補助金 15,144           15,114           

固定資産売却代金 18,232           －               

資本的支出 B 13,717,700       14,287,700       

建設改良費 8,763,092        9,149,860        

企業債償還金 4,108,160        3,935,163        

返還金 846,448          1,202,677        

差引収支 A-B

(損益勘定留保資金等で補塡する) 3,388,500△       3,514,200△       

 ３　年度末下水道事業債等残高見込み

年度末下水道事業債等借入金残高見込み 49,326,923       48,449,860       

年度末損益勘定留保資金等残高見込み 2,288,730        992,587          
 

当初予算額および説明【資本的収支】

             　　　　　豪雨時に下水道施設に浸入し溢水等被害の原因となる不明水の対策には、公共下水道施設
                     や個人宅の排水設備での発生源対策が不可欠である。このため、効率的な絞込み手法の検討
                     や、雨天時浸入水対策のモデル工事による技術展開を行い、これをもとにマニュアルを策定
　　　　　　　　　　 することで、市町の不明水対策の推進を図る。

　　　　　             汚泥処理のコスト低減・効率化と未利用バイオマスの有効活用を図るために、関連部局と
                     連携し、エネルギー利用や緑農地利用の検討を進め、滋賀らしい資源循環にかかる取り組み
                     を推進する。

前年度予算額 当年度予算額

前年度予算額 当年度予算額


